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ものづくりＷＧにおける検討の目的・視点

わが国のものづくりの低炭素化を進め、それにより世界全体の低炭素化に貢献しつつ、
ものづくり分野の成長を実現する社会の仕組み・制度とは何か？

◇今年度のものづくりWGに与えられたミッション

◇追加的視点

昨年度版ものづくりロードマップ

昨年度のものづくりロードマップを踏まえ、十分に検討できていない項目を抽出するととも
に、それらについて重点的に検討し、ものづくりロードマップの再構築を行うこと

• 国内対策に関する内容が中心
• 製造プロセスにおけるイノベーションが中心

今年度版ものづくりロードマップ

• 国内ひいては世界全体の低炭素化への貢献とも
のづくり分野の成長の両立を検討

• 低炭素製品＇プロダクト（のイノベーションも包含

• 現在の日本のものづくりが直面する大き
な潮流（国内消費低迷、新興国の台頭、
空洞化）の実態を踏まえた議論が必要

• 低炭素化を通じてものづくり分野の成長
に貢献するポジティブな視点が必要

＜ビジョン＞

2050年世界半減を目指した低炭素社会の構築と

わが国の社会・経済・文化の持続的な成長の両立
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視点の追加



検討の流れ

＜日本のものづくりを取り巻く現状とリスク＞ ＜炭素制約の高まりと潜在的なビジネスチャンス＞

現状を踏まえた上で、低炭素型ものづくりの必要性を確認＇炭素制約をチャンスに変える（

2050年世界半減を目指した低炭素社会の構築と成長を両立するためには、ものづくり分野
での削減及び低炭素型製品・サービスによる世界への削減貢献が必要不可欠

ものづくり低炭素化に向けた日本の強みと課題を整理

我が国のものづくり分野が有する強み 我が国のものづくり分野が抱える課題

低炭素型スマートものづくり立国と4つのキーコンセプトを提案

低炭素型スマートものづくり立国を提案

低炭素技術・インフラ・
ビジネス開発のための

人と場の創出

低炭素消費の
活性化

低炭素経営・
金融の浸透

低炭素技術の
戦略的国際展開

昨今のものづくりを取り巻く環境を整理するなど現状分析を実施し、低炭素型ものづくりの必要性を
確認。ものづくり低炭素化の観点から日本のものづくりが有する課題と強みを把握した上で目指すべ
き方向性とその方策について検討・提案。

具体的施策の抽出

ものづくりロードマップの再構築
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国内法人売上高 海外現地法人売上高 海外生産比率

出典：海外現地法人売上高：経済産業省「海外事業活動基本調査」

国内法人売上高：財務省「法人企業統計」

海外生産比率 ＝ 海外現地法人売上高÷（海外現地法人売上高＋国内法人売上高）

現状分析（日本のものづくりを取り巻く現状とリスク）

• 国内における「もの」の消費は停滞気味。今後も持続的に拡大し続けることを前提にはできない。
• 他の先進国と同様、日本の産業構造はサービス産業の比率が増加＇ものづくりの比率が低下（。
• 国内製造業の生産拠点は海外に移転する傾向。

• アジアをはじめとした新興国の市場は急速に拡大してきているが、日本企業は必ずしもこのチャン
スを大きな成長へとつなげられていない。またアジアの企業は急速に成長しており、これまでの日
本の技術的優位性が薄れつつある分野もある。

• 生産拠点の海外移転によって、短・中期的には雇用や技術流出への影響が懸念される。

家計最終消費支出（兆円）

「もの」に関連する消費は
1990台半ばから停滞気味

出典：内閣府「国民経済計算確報」より作成

製造業の売上高と海外生産比率推移

海外生産比率
が増加

国内法人売上高：財務省「法人企業統計」
海外生産比率＝海外現地法人売上高÷（海外現地法人売上高+国内法人売上高）

出典：経済産業省「海外事業活動基本調査」

「もの」に
関連する消費 5

「サービス」

「もの」



現状分析（炭素制約の高まりと潜在的なビジネスチャンス）

• 各国政府、機関投資家、民間企業、研究者など様々な主体による温室効果ガス排出抑制に対す
る取組が進展。今後、温室効果ガス排出に対する社会的な制約はますます高まる傾向。

• 特にグローバル企業に対しては、生産地に関わらずサプライチェーン全体での排出削減が求めら
れる動き＇WRI/WBCSD:Scope3など（。

• 環境経営と企業価値との相関性についての研究は、ポジティブな結果を示す内容が増加。
• 低炭素社会づくりを中心とした環境市場は大きな成長産業であり今後大幅な伸びが期待される。
• 2020年25％、2050年80％削減のためには、ものづくり分野における製造プロセスの低炭素化が

必要不可欠。また、その他の部門における排出量の削減は低炭素型製品の開発・普及によるとこ
ろが大きく、低炭素社会構築におけるものづくり分野が果たしうる貢献は大きい。

出典：各機関のホーム―ページなどをもとに作成

Carbon 

Disclosure 

Project

＇世界（

機関投資家が連携し、大手企業に対して気候変
動への戦略や具体的な温室効果ガスの排出量の
公表を求めるプロジェクト。2009年は資産総額55

兆ドルを管理する475社の機関投資家を代表し、
4000社＇時価総額で世界最大規模とされる上場
株式会社（に情報開示を要求。

Japan-CLP

＇日本（
2009年に設立。持続可能な低炭素社会を実現す

るため、メンバー企業と政策立案者、産業界、市
民などとの対話の場を設け、アジアを中心とした
活動の展開を目指す企業グループ。

USCAP

＇米国（
政府に対して気候変動対策の強化に向けた法整
備の推進を求めるグループ。企業と環境団体など
28団体＇2010年8月現在（で構成。

温室効果ガス排出抑制に向けた様々な主体とその活動

2030年アジア環境市場試算例

2020年：50兆円
(雇用140万人)

＇新成長戦略（

2020年までのわが国における新規環境市場の創出

2005年： 64兆円

2030年：300兆円
＇経済産業省・環境省試算（

出典：首相官邸「新成長戦略」、経済産業省・環境省「アジア
経済・環境共同体構想」 6



ものづくり低炭素化に向けた日本の強みと課題の整理

強み

世界トップレベルの技術＇開発力・応用力（
国内における一定の市場規模
本部・研究開発拠点としての魅力
アジアとの地理的近接性
安心・安全な社会基盤

課題

産業政策と連携した戦略的アプローチの不足と政
策の統一性欠如

環境規制強化に伴う競争力低下への懸念
低炭素への取組を評価する金融システムの欠如
低炭素製品の価格競争力・消費者意識の低さ
低炭素型製品やサービス市場形成が不十分

• 日本のものづくりの現状を踏まえ、国内市場を創出するとともに海外市場を獲得し、今後、企業価値
を高めていくという形でチャンスをものしていくためには低炭素型ものづくりが必要不可欠。

• 日本のものづくり低炭素化を目指すにあたって、日本の強みと課題を抽出。

世界市場における主要製品の日本企業のシェア

欧州

9%

国際出願特許

7%

米国

20%

日本

55%

韓国

6%

中国

3%

代替エネルギー関連特許の国別内訳

出典：WIPO「Patent-based Technology Analysis Report－Alternative Energy Technology」 出典：経済産業省 「産業構造ビジョン」＇データは東京大学 小川紘一氏提供（

＜世界トップレベルの技術＞ ＜開発力を製品普及へ結びつける
戦略的アプローチの不足＞
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低炭素型ものづくり実現のための仕組み・取組

•日本のものづくり分野の強みを活かして課題を克服し、低炭素型ものづくりを実現するために必要な

仕組みや取組を集約。
•これをもとに「低炭素型スマートものづくり立国」のコンセプトを提案。

強み 課題

供給側のイノベーション

需要側の変革

基盤整備

人材育成

低炭素型スマートものづくり立国
を提案

低炭素型ものづくりを実現するため
に必要な仕組み・取組

グローバルな競争を勝ち抜くための人材・
組織の改革など企業の環境経営マネジメン
ト力を高める取組

業種ごとの特性に配慮しつつ、企業の環境
配慮に向けた努力が報われる仕組み

低炭素化に向けた投資や消費を後押しする
金融システムの構築

企業の取組だけではなく、消費者の意識を
高めて需要を創出する取組や仕組み

個別の企業の取組に加えて、多様な主体の
連携・協力による全体最適化

8



低炭素型スマートものづくり立国を提案

消費行動

ビジネス

制度・
ルール

インフラ

技術・システム

ファイ
ナンス

価値観・
ライフスタイル

基盤整備

供給側の
イノベーション

需要側の
変革

① 低炭素社会づくりの人材の育成や低炭素型の社会基盤整備を通じて、

② 新たな低炭素技術やシステム、それに基づくビジネスを継続的に創出し、消費者
の価値観・ライフスタイルや消費行動等の需要側の変革と併せて日本が低炭素
社会の先駆的なモデルとなることで、

③ 日本の低炭素の技術・システム・価値観・ライフスタイルを世界に広め、世界の低
炭素化に貢献するとともにわが国のプレゼンスを向上させること

低炭素型
スマート

ものづくり
立国とは：

技術者

経営者

消費者

地域

人材育成

金融

9



低炭素型スマートものづくり立国の階層構造

低炭素技術・インフラ・ビジネス
開発のための

人と場の創出
低炭素消費の活性化

低炭素経営・
金融の浸透

低炭素技術の

戦略的国際展開

2050年世界半減を目指した低炭素社会の構築と
わが国の社会・経済・文化の持続的な成長の両立

ビジョン

ゴール

キーコンセプト

4つのキーコンセプトを通じて「低炭素型スマートものづくり立国」を実現し、持続可能な日本版発展モ
デルを創出することで2050年世界半減を目指した低炭素社会の構築と我が国の社会・経済・文化の
持続的な成長を両立させる

・人材育成や低炭素型社会基盤＇インフラ、制度・ルール、ファイナンス（の整備
・継続的な技術・ビジネスイノベーションの創出
・消費者の価値観・ライフスタイル等の需要側の変革
・世界の低炭素化への貢献とわが国のプレゼンスの向上

低炭素R＆D推進を目指した
技術開発の人の育成

低炭素R＆D推進を目指した
技術開発の場の創出

日本版低炭素ライフスタイ
ル・価値観の醸成・展開

低炭素製品の競争力向上

投融資における気候変動配
慮促進

法人税制や政策金融による
サポート

低炭素製品・ビジネスの開
発・普及支援

温室効果ガス削減の知恵の
共有
炭素制約の価値化

国際基準・ルール作りへの
戦略的関与

日本発の技術の国際普及
支援

持続可能な日本版発展モデルの創出

低炭素型スマートものづくり立国

実現に向けた４つのキーコンセプト

10



ものづくりの低炭素化 ～ロードマップ（１）～

エネルギー消費量現状比3割～4割

行

程

表

導
入
目
標

◆低炭素型スマート
ものづくり立国の実現

※ 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。
11対策を推進する施策 準備として実施すべき施策

2010 2020 20501990 2012 2015 20302005

低炭素技術・インフラ・ビジネス開発のための人と場の創出

個別プロセス低炭素化に向けた継続的努力

ものづくり低炭素化に向けた基盤整備

多様な主体の協力・連携体制の確立

知の結集による
低炭素R&Dの促進

◆低炭素R＆D推進を目指
した技術開発の場の創出

◆低炭素R＆D推進を目指
した技術開発の人の育成

低炭素型ものづくりを支える研究者・技術者の育成と技術の継承

学校教育改革・職場教育改革による技術者の育成

低炭素型ものづくり技術に対する報奨制度

低炭素研究者・技術者養成機関の設立

低炭素研究者・技術者・留学生の積極的な受け入れ（カーボン・パスポート等）

低炭素消費の活性化

◆低炭素製品による
競争力向上

地球温暖化対策税

政府によるグリーン購入・グリーン調達の徹底
制度設計・
技術選定

製品の環境負荷に関する二国間・多国間相互認証制度の導入

◆日本版低炭素ライフスタ
イル・価値観の醸成・展開

製品CO2排出量など日々の暮らしにおけるCO2排出量の見える化促進、
環境コンシェルジュの普及

教育改革・社会の意識改革による低炭素社会の浸透
（チャレンジ25等）

日本版低炭素ライフスタイル・価値観の醸成

知恵の蓄積・GHG診断士派遣等サービスの充実

カーボン・オフセット・低炭素製品購入のクレジット化（国内の資金がまわる仕組み）

初期需要の創出・市場プル型の普及施策

国内外の企業・研究者との共同開発促進

低炭素特区・未来都市の選定

定期的な国際学会・展示会開催

海外有望企業誘致のための環境整備

国内外への積極的展開・アピール

基礎研究開発への長期的・継続的支援（主に素材・デバイス等）

実証実験・検証実験への投資

レアメタル等の機能を代替する材料の開発支援

「低炭素Cool Japan」イメージ戦略の展開（製品＋使い方＋ライフスタイル

日本企業の国内への投資促進

低炭素ビジネスの国内及び国際展開



2050

ものづくりの低炭素化 ～ロードマップ（２）～

行

程

表

※ 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

対策を推進する施策 準備として実施すべき施策

2010 20201990 2012 2015 20302005

◆低炭素製品・ビジネス
の開発・普及支援

優秀製品・企業に対する経済的優遇制度の設立・運用優秀製品・企業表彰制度

トップランナー制度の継続

低炭素型ベンチャー支援制度・ビジネスマッチング

◆投融資における気候変動
配慮促進 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の拡充（サプライチェーン排出量や活動量の報告等）

非財務報告と財務報告の統合化（企業の環境経営が測れる開示システム）炭素負債の
適正な会計処理

◆法人税制や政策金融に
よるサポート

環境報告書の比較可能性向上・信頼性向上

公的年金等に対する低炭素型
運用指針の情報開示

運用評価制度構築 長期的視点にもとづく運用

エネルギー消費量現状比3割～4割導
入
目
標

◆低炭素型スマート
ものづくり立国の実現

低炭素ビジネスの国内及び国際展開

個別プロセス低炭素化に向けた継続的努力

ものづくり低炭素化に向けた基盤整備

多様な主体の協力・連携体制の確立

低炭素経営・金融の浸透

低炭素技術の戦略的国際展開

◆国際基準・ルール作り
への戦略的関与

◆日本発の技術の国際
普及支援

国際交渉機関の創設・常任専門員の育成

ODAのグリーン化と我が国の
低炭素技術の普及展開支援

有望技術の選定

脱フロンの徹底（冷媒フロン類の回収促進、使用時排出対策・ノンフロン製品の普及加速化等）

日本の排出抑制に関する技術・知見の活用、ノンフロン製品等の普及による国際貢献

診断士制度の設計
環境経営診断士（アドバイザー）の育成 環境経営診断士（アドバイザー）の派遣制度の維持管理

排出抑制等指針・低炭素製品購入のクレジット化等による削減支援◆温室効果ガス削減の知
恵の共有

公平な国際基準・ルール導入に
向けた継続的外交努力

政府によるグリーン購入・グリーン調達の徹底（再掲）制度設計・技術選定

最低基準・推奨基準の組み合わせやサンセット制度の運用による基準の前倒し達成推進

Ｒ＆Ｄ・生産管理・品質管理・在庫流通管理・機器や社会システムへのICT活用の推進

情報開示の項目や算定手法の検討

環境金融担当者への教育プログラム

キャップ・アンド・トレード方式による国内排出量取引制度

カーボン・オフセット・低炭素製品購入のクレジット化＇国内の資金がまわる仕組み（

◆炭素制約の価値化

環境負荷低減に関わる設備投資支援＇法人税優遇、弾力的な減価償却設定、利子補給・リース料助成等（の実施

制度設計・技術選定

中小企業向けの環境経営システムの海外相互認証

技術経営・知財戦略の専門家育成、技術流出対策のための人材維持・技術維持の施策、海外進出のための金融支援
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ものづくりロードマップの留意点

• ここで提案したロードマップを実行に移すにあたっては、個別の政策についての有
効性や実現可能性等を十分に検証することが重要。また、それぞれの業種が置か
れている状況やグローバル競争の状況等を踏まえ、十分に配慮した設計とするこ
とが重要。

• 「低炭素型スマートものづくり立国」を実現するためには、政府のみならず、企業、
消費者、地方自治体などによる継続的な努力と協力が必要であり、容易に達成で
きるものではない。

• 現在の日本の財政状況を考慮すると、政府からの補助や税制優遇などには限りが
あることを認識すべき。ものづくりの成長には企業の経営マネジメント力の向上が
必要不可欠であり、制度改革等によってそのような自律的な成長を促す仕組みを
構築することが重要。

• 本検討は、あくまで「ものづくり」の観点から低炭素化と成長を両立させる方策を検
討したものであり、提案したものづくりロードマップの実践だけでは、日本経済が抱
える問題＇雇用・経済成長等（を全て解決できるものではないことに留意が必要。
日本の成長戦略を考えるにあたっては雇用の7割を占めるサービス産業も併せて
総合的に戦略を検討する必要がある。

• また、現在のものづくりがおかれている状況を踏まえて検討したものであるため、状
況の変化によりとるべき戦略も変わってくる。グローバルな動向を見極めながら定
期的に進捗点検と見直しを行うことが望ましい。
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まとめ

• 日本のものづくりは、急成長するアジア諸国との競争の激化に加え、国内の高齢化
や技術の担い手不足といった内部要因もあり、何も対策を打たなければ、今後厳し
い状況に追い込まれる可能性がある。

• 地球温暖化対策を中心とする新たな環境制約・ルールは、国内外のものづくりをと
りまく環境を劇的に変える可能性がある一方、新たな市場の創出と獲得のチャンス
でもある。

• 日本のものづくりの現状を踏まえ、国内市場創出とともに海外市場を獲得し、今後、
企業評価を高めていくという形でチャンスをものしていくためには低炭素型ものづく
りが必要不可欠。

• ものづくり低炭素化を通じた日本の持続可能な発展モデルとして「低炭素型スマー
トものづくり立国」を提案。また、その実現に向けた戦略を4つのキーコンセプトとし
て整理。

• 本検討で提示したロードマップを実行に移すことで、日本のものづくりがグローバル
市場で成長しつつ、2050年世界半減目標に大きく貢献することを期待。
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